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ごあいさつ

弊社はこれまで、エネルギーの長期安定確保及び低炭素社会の実現に向け、原

子力発電を中心とした電源のベストミックスの追求や再生可能エネルギーの積極

的な開発・導入を推進するとともに、不断の経営合理化に取り組むことによって、

電気料金の低減に努めてまいりました。

しかしながら、福島第一原子力発電所の事故を契機に、弊社が保有する原子力

発電所６基は全て停止し、昨年以降、非常に厳しい電力の需給状況が続いており

ます。

これに対応して、火力発電の焚き増しや他社からの電力購入などにより、安定

供給の確保に最大限取り組んでまいりましたが、これに伴い、燃料費や購入電力

料が大幅に増加し、財務状況が急速に悪化しております。

このため、1,500億円規模の緊急経営対策など、可能な限りの経営合理化を推進

してまいりましたが、平成24年度の経営収支は、昨年度を大幅に上回る3,700億円

程度の赤字となる見通しです。

現行の電気料金を維持したままでは、恒常的に損失が発生し続けることとなり、

今後、財務状況が一段と悪化すれば、資金調達にも支障をきたし、弊社の基本的

使命である電力の安定供給が困難になるおそれがあります。このような事態は、

お客さまに多大なご迷惑をおかけするだけでなく、地域経済・社会に大きな混乱

を生じさせることとなりますので、何としてでも避けなければならないと考えて

おります。

弊社といたしましては、苦渋の決断ではありますが、経営合理化の徹底を前提

に、規制部門における電気料金につきまして、平成25年４月からの平均8.51％の

値上げを経済産業大臣に申請するとともに、自由化部門におきましても同時期か

らの平均14.22％の値上げをお願いすることといたしました。

お客さまにご負担を強いることとなり、大変心苦しく存じますが、何とぞ事情

ご賢察の上、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。

平 成 2 4 年 1 1 月

九 州 電 力 株 式 会 社

社 長
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１ 電気料金の値上げ申請に至った背景

（１）燃料費等の大幅な増加により経営収支が大変厳しい状況です

ｏ 原子力発電所の再稼働の遅延に伴う燃料費等の増加により、

・ 平成23年度は2,300億円の赤字となりました、

・ 平成24年度は、緊急経営対策として▲1,500億円規模のコスト削減を実施

しているところですが、3,700億円程度の赤字となる見通しです。

ｏ 原子力発電所の再稼働の遅延がもたらす大幅な赤字により、借入金が増大し

自己資本比率が低下するなど財務内容が急速に悪化しており、現行の電気料金

水準を維持したままでは、純資産が資本金等を下回る事態も予想されます。

ｏ 財務内容の悪化に歯止めがかからなければ、資金調達にも支障をきたし、当

社の基本的使命である電力の安定供給が困難になるおそれがあります。

（２）大幅な赤字により財務内容が急速に悪化しています

1
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２ 電気料金の値上げ申請の概要

ｏ 今回の申請にあたっては、国の審査要領※に基づき、平成25～27年度の３か
年を対象として、電気事業に必要な費用を見積もりました。

ｏ ３か年の平均原価は１兆4,970億円の見込みとなり、現行の電気料金を継続し
た場合の平均収入（改定前収入）１兆3,454億円に対して、▲1,516億円の収入
不足が発生する見込みとなりました。

ｏ このため、平成25年４月から規制部門・自由化部門合計で11.26％の値上げを
お願いすることといたしました。

（１）やむなく電気料金の値上げをお願いすることとしました

※資源エネルギー庁「一般電気事業供給約款料金審査要領」

ｏ 今回の申請原価は、平成20年９月改定の前回原価から燃料費増加等による約

2,400億円(＋18％)のコスト増があるものの、今後新たに取り組む効率化努力

▲約1,100億円(▲８％)を織り込み、1,317億円(＋10％)の増加に留めました。

ｏ 今回の改定率は、この原価の増分約10％に、前回原価からの販売電力量減少

などに伴う収入の減１％相当を加え、約11％となります。

コスト増

＋約2,400億円

（＋18％）

経営効率化

▲約1,100億円

（▲8％）

前回比

＋1,317億円

（＋10％）

平成20年9月

改定の原価

13,653億円

今回申請原価

14,970億円 改定前収入

13,454億円

不足

▲1,516億円

（▲11％）

（２）経営効率化努力を織り込みました

■料金原価の算定イメージ

■申請原価と改定前収入の差

改定前収入

〔平成25～27年度平均〕

今回の申請原価

〔平成25～27年度平均〕

0

14,970億円 13,454億円

平成20年9月改定の原価

13,653億円

燃料費

購入電力料
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修繕費

諸経費

減価償却費

公租公課等

10,000

5,000

15,000

収入不足額 ▲1,516

4,395 6,169

4,961

4,297

4,723

4,078

13,454

（億円）
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ｏ 電気料金は、電力会社が過度な利益を得ることを防止し、お客

さまの利益を保護する観点から、「一般電気事業供給約款料金算

定規則」（経済産業省令）に基づき算定方法が定められています。

ｏ 具体的には、「電気料金の三原則」（原価主義、公正報酬、お

客さまに対する公平）を前提に算定しています。

■総括原価方式による電気料金算定

電気料金収入 総原価＝ ＝ 営業費 ＋ 事業報酬 － 控除収益

供給区域の安定供給に

必要と見込まれる費用

（３）今回の申請原価を算定した際の前提条件についてご説明します

ｏ 販売電力量は、節電にご協力いただいた今夏の需要実績等を踏まえ、平成20 

年９月改定時と比べ▲26億kWh減の、年平均853億kWhと想定しました。

ｏ 原油価格及び為替レートは、申請時の直近３か月（平成24年７～９月）の貿

易統計値を適用し、原油価格は105.9＄/ｂ、為替レートは79円/＄としました。

ｏ 原子力利用率は、平成25年７月以降、川内・玄海原子力発電所が順次再稼働

するものとし、55％と織り込みました。

具体的には、川内１・２号機が平成25年７月、玄海４号機が平成25年12月、

玄海３号機が平成26年１月に再稼働するものと想定しました。

差：①－②
前回原価②

（平成20年9月）

55

79

105.9

853

今回原価①

（平成25～27年度）

▲2883％原子力利用率

12.993.0＄/ｂ原油価格

▲28107円/＄為替レート

▲26879億kWh販売電力量

【参考】前回との比較

資金調達コスト（設備投資などのための資金調達によって発生する支払い利息
や配当金などを賄うもの）

事業報酬

電気料金収入以外の収入（他電気事業者への販売電力料収入 など）控除収益

発電から販売に係る費用（人件費、燃料費、修繕費、減価償却費 など）営業費

【参考】電気料金算定の仕組み

3



（４）規制部門・自由化部門合計で11.26％の値上げをお願いすることとしました

ｏ このたび、規制部門における電気料金につきまして、平成25年４月からの平

均8.51％の値上げを申請するとともに、自由化部門におきましても同時期から

の平均14.22％の値上げをお願いすることといたしました。
※ご契約種別やご使用状況により、値上げ幅は異なります。

ｏ なお、規制部門のお客さまの値上げ実施日や値上げ幅などは、今後国の審査

を受け、お客さまからの意見を聞く公聴会や、物価問題に関する関係閣僚会議

等を経て、決定（認可）される予定です。
※決定された内容につきましては認可後に改めてお知らせいたします。

■電気料金値上げの概要

（税抜）

■料金改定認可までの流れ

1.78円/kWh（11.26％）合 計

1.84円/kWh（14.22％）自由化部門

1.69円/kWh（8.51％）規制部門

値上げ幅（率）

お客さま等経済産業大臣電力会社

受理

実施

消費者委員会
関係閣僚会議

公聴会

掲示
（実施の日の10日前から）

意見陳述標準処理期間

４か月

※今回は燃料費の増加が主要因であり、単価の増分は２つの部門でほぼ同水準

になっています。

認可

申請
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【３段階料金における第１段階の値上げ幅の抑制】

ｏ ご家庭向けの電気料金は、ご使用量の増加に伴い料金単価が上昇する３段階

料金を設定しており、今回の値上げでは、毎日の生活に必要不可欠な照明や冷

蔵庫などの電気ご使用量に相当する第１段階の値上げ幅を低めに抑えています。

（６）ご家庭における電気料金値上げの影響額は以下のとおりです

ｏ 今回の申請では、例えば、30アンペア契約で、300kWh/月ご使用になるご家庭

の電気料金は、現在の月額6,643円から7,021円となり、月額378円（5.7％）の

ご負担増となります。

■値上げに伴うお客さまへの影響額

（５）ご家庭向け料金の変更点、新メニューについてご説明します

25.37

22.59

17.05

新料金：①

301kWh～

121～300kWh

～120kWh

3.1822.19第３段階

1.7820.81第２段階

0.4816.57第１段階

値上げ幅：①－②現行料金：②

（税込）

【新たなピーク抑制型料金の設定】

ｏ ピーク時間[夏季（７～９月）の13時～16時]に割高な料金、夜間時間は割安

な料金を設定した、ピークシフト電灯を設定いたします。

【季時別電灯の加入要件の拡大】

ｏ より幅広いお客さまに負荷平準化へご協力いただけることを目的として、夜

間蓄熱型機器（エコキュートなど）をお持ちでないお客さまについても、季時

別電灯にご加入いただけるよう変更いたします。

※現在のお支払額には、平成24年12月分の燃料費調整額を含んでいます。

※値上げ後のお支払額は、申請中の単価で算定しております。

※現在のお支払額、値上げ後のお支払額には、口座振替割引額、太陽光発電促進付加金および再生可能エネ

ルギー賦課金を含んでいます。

27,023円/月24,419円/月
<10.7％の値上げ>

2,604円/月

従量電灯Ｃ

(10kVA、1,000kWh)
店舗などの

お客さま
16,036円/月14,708円/月

<9.0％の値上げ>

1,328円/月

低圧電力

(８kW、560kWh、

力率90％)

12,154円/月10,852円/月
<12.0％の値上げ>

1,302円/月

季時別電灯

(６kVA〈エコキュート

２kW〉、610kWh)

7,021円/月6,643円/月
<5.7％の値上げ>

378円/月

従量電灯Ｂ

(30A、300kWh)
ご家庭の

お客さま

値上げ後のお支払額現在のお支払額影響額ご契約内容

5
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３ 経営合理化への取組み

ｏ 平成24年度は、緊急経営対策として、費用・投資合わせて▲1,200億円規模の

コスト削減に取り組んでいます。

ｏ 加えて、今夏以降、現状の設備実態や業務運営状況を再評価し、更に踏み込

んだ検討を行い、設備投資･修繕工事の繰延べや委託費・出張費など諸経費の

削減、社員賞与など人的経費の削減等、▲300億円の削減を追加し、計▲1,500

億円規模のコスト削減に取り組むこととしました。

（１）平成24年度は緊急経営対策により大幅なコスト削減を図っています

▲280億円

(▲200億円)

▲420億円

(▲350億円）

投 資 計

設備投資
他

費 用 計

諸経費他

修 繕 費

▲1,500億円 (▲1,200億円) 規模

▲800億円 (▲650億円)

・設備投資は、安全・法令遵守に関するもの及び安定供給に直
ちに影響を及ぼすもの以外についてリスク評価の上、削減・
繰延べ

・その他投資は、燃料の上流権益投資など供給力確保に関する
もの以外は繰延べ

▲700億円 (▲550億円)

・業務委託費、研究費、電化営業関係費、広
告宣伝費、研修費、寄付・諸団体会費、出
張費等の諸経費の削減

・役員報酬の削減、社員賞与の削減、福利厚
生の見直し、時間外労働の削減など人的経
費の削減

・輸送費低減、海外重油の受入拡大、低品位
炭導入などによる燃料費低減、及び他社か
らの購入電力料低減

・安全・法令遵守に関するもの及び安定供給
に直ちに影響を及ぼすもの以外についてリ

スク評価の上、削減・繰延べ

主な取組み内容と削減額

合 計

投

資

費

用

項 目

■平成24年度の緊急経営対策の概要
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※（ ）内の数値は、当初(平成24年3月28日)公表値
※水害・台風等の災害復旧、原子力の安全対策の追加などの増分は含まない



（２）平成25～27年度の３か年においても一層の経営合理化に取り組みます

ｏ 平成25～27年度の３か年平均で、▲1,100億円規模の効率化努力を今回の申請

原価に織り込んでいます。

ｏ 具体的には、点検周期の繰延べや工事件名の中止・規模縮小等による修繕費

や設備投資の削減・繰延べ、年収水準の引下げや福利厚生の見直し等による人

的経費の削減などに取り組みます。

・調達方法の多様化による燃料費低減

・役員報酬の削減

平成24年度に実施した更なる減額(取締役

▲35％)の継続

・年収水準の引下げ

能力や職責・成果を反映する賃金制度を

基に、年収水準を引下げ

・福利厚生の見直し

財形貯蓄制度やカフェテリアプランの見

直し

・採用の抑制

平成25年度採用者数250名程度(前年比▲

100名程度）に続き、平成26年度以降も

抑制

・業務委託範囲・内容の見直し

・普及開発関係費、団体費、研究費等の中止・

繰延べ・規模縮小

・点検周期の延伸化

・修繕工事の中止・繰延べ・規模縮小

・設計基準、仕様の見直し

・工事中止・繰延べ・縮小

平成25～27年度の主な取組み内容と料金原価反映額

▲1,100億円規模

▲50億円

▲400億円

▲150億円

▲300億円

▲200億円

合 計

その他費用

人的経費

諸 経 費

修 繕 費

減価償却費

（設備投資）

項 目

■料金原価への効率化反映額の内訳

7

（金額は３か年平均値）



４ 今後の経営の方向性

【今後の重点的な取組み】

（１）お客さまの生活や企業活動、地域社会へのご負担を極力軽減する

ため、あらゆる面で徹底的な効率化を図ります

― 競争原理を活用した資機材調達コストの低減

― 燃料コストの低減、市場を通じた安価な電力調達など、需給関係費

の削減

― グループ一体となったコスト削減への取組み

（２）大きく変化する環境下でも、お客さまに安定した電力をお届けし

ます

― 原子力の再稼働に向けた、更なる信頼性向上と安全・安心の確保

― 再生可能エネルギーの積極的な開発・導入

― エネルギーの効率的利用に向けた料金メニュー、サービスの検討

― お客さまや事業者との協同によるピーク需要抑制への取組みの強化

（３）社会に開かれ、社会から信頼される企業を目指します

― 企業活動の透明性確保と自治体との健全な関係の構築

― 電気事業を巡る正確な情報発信や弊社取組みに関する迅速・的確な

開示等、積極的な情報公開

― ステークホルダーの意見・要望の事業運営への適切な反映
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ｏ 当社は、「ずっと先まで、明るくしたい。」をメッセージとする「九州電力

の思い」の実現に向け、今後、経営体質強化に徹底的に取り組むとともに、お

客さまから信頼され、選ばれる企業になるための事業活動の再構築を推進して

いきます。

ｏ こうした事業活動の再構築を支える土台として、組織風土改革・業務改革を

推進します。

ｏ 東日本大震災を契機に、電力供給のあり方に関する課題認識の下、電力シス

テム改革に向けた検討が進められているところですが、お客さまや社会環境へ

の感度を高くし、従来の発想にとらわれず、的確に対応していきます。



ｏ 今回の申請にあたっては、値上げの必要性をご説明する資料や、お客さまの

ご負担軽減に役立つ情報等を積極的に発信し、お客さまの立場に立った分かり

やすいご説明をさせていただきます。

ｏ ご家庭のお客さまには、検針時の配布チラシで申請内容等をお知らせします。

ｏ 自由化部門のお客さまには、値上げの内容を掲載した封書の郵送、電話や訪

問等を通じて、お客さまにご理解いただけますよう丁寧にご説明させていただ

きます。また、お客さまからのご要望に応じ、省エネアイテムの紹介や、料金

低減に繋がるメニューのご提案もさせていただきます。

ｏ 当社ホームページにおいて、申請の概要をご紹介するとともに、申請料金の

お客さまへの影響額シミュレーションや値上げによるお客さまへのご負担を少

しでも軽減するための節電・節約手法等をご紹介しています。

ｏ ご不明な点がございましたら、最寄の当社営業所※へお問合せください。

５ お客さまへの情報のご提供とお問合せへの対応

■当社ホームページのトップ画面イメージ
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※毎月の「電気ご使用量のお知らせ」に電話番号を記載しています。



ｏ 当社は、第２次オイルショックによる昭和55年度の値上げ以降、新規原子力

の開発による燃料費の低減に加え、経営全般にわたる徹底した合理化に努め、

計９回の改定を実施し、▲30％以上の電気料金の値下げを実施しました。

■当社料金改定時の販売電力量あたり単価の推移

＜参考＞ 当社の電気料金の推移

ｏ 当社の電気料金は、離島や山間部を多く抱えるという地域特性もあり、全国

平均を上回る水準で推移していました。

ｏ その後、原子力を中心とした電源のベストミックスを積極的に推進するとと

もに、不断の経営合理化に取り組むことで、料金の低減に努め、今では電力９社

の中で安い水準を実現しています。
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■当社の電気料金（販売単価）の推移

15.00

16.00

17.00

18.00

19.00

20.00

21.00

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（円/kWh）

九州 ９社平均

H7 電源調達
入札制度（IPP）

H12 特別高圧（20kV
以上）小売自由化

H16 高圧（6kV以上）
小売自由化

H17 高圧（500kＷ未
満）小売自由化

九州 ９社平均

（燃料費＋他社購入電力料）

▲30％以上の値下げ

13.20

4.27 3.97 3.04 3.20 3.17 3.07 3.14 3.62
5.00

10.11

17.03 16.74
16.36 15.33 14.27 13.64 12.40 11.67

10.56

0

5

10

15

20

25

S55.4 S63.1 H1.4 H8.1 H10.2 H12.10 H14.10 H17.1 H18.4 H20.9

[円/kWh]
需給関係費以外

需給関係費
23.31

21.30
20.71

19.40
18.53

17.44
16.71

15.54 15.29 15.56

[▲7.75]

（注）H20.9の[     ]はS55.4との差





九州電力ホームページ

http://www.kyuden.co.jp


